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研究要旨 

 本科研の課題はポストコロナ時代における人口動態の見通しを捉えるこ

とであり、筆者は出生率の動向に着目している。新型コロナに影響を受けた

行動変化や出生力の変動パターンを捉えるためには、コロナ禍前の状況にお

ける出生力変動メカニズムを理解しておくことも重要である。今年度は、コ

ロナ禍前の 2015 年事前の市区町村のマクロデータと出生力に関する分析を

まとめ公表した。出生行動に関係する人口や子育て環境に関する変数を用い

て全国の市区町村を９つのクラスターに分類し、それぞれの地域内での出生

力への規定要因を探った。 

夫婦出生力には女性の就業時間、保育所利用割合が正の関係、女性の労働

力率、平均所得、男性就業時間とは負の関係を示したが、人口密度は都市部

では負の関係、過疎地では正の関係など違いが見られ、地域特性によって関

連する要因が異なる可能性が示された。人口の条件や環境を考慮して子育て

支援策を検討する重要性が示された。 

こうしたコロナ禍前の状況に対し、2020 年のコロナ禍ではとりわけ婚姻

行動の低迷が見られており、コロナ禍が収束した 2023 年に入っても以前の

水準に回復していないことがわかった。 

 

Ａ．研究目的 

 本厚労科研の全体的テーマは、ポストコ

ロナ時代における人口動態と社会変化の見

通しに資する研究の推進である。2020 年か

ら始まった新型コロナ感染拡大は 2023 年

には収束したものの、その人口動態への影

響や社会構造、個人の意識には影響を色濃

く残している。その中でも個別の関心テー

マは、コロナの前後で出生行動がどのよう

に変化し、出生数、出生率といった人口動

態にどのような変化が生じているかを明ら

かにすることである。コロナの影響を理解

するためには、まず、コロナの影響がない

時点での出生行動や出生力の理解を深めて

おく必要がある。本年度については、コロ

ナ前の出生力の規定要因について、市区町

村のマクロデータを用いて、地域文脈効果

を考慮した上で特定する研究について、論

文化を進め、公表に至ることができた。 

 なお、本年度から始まる本プロジェクト

はテーマについて３つの柱が設定されてお

り、筆者は下記「(2)コロナ禍およびコロナ

後を見据えた将来人口・世帯推計モデルの

開発」として出生率の期間効果を分析する

方法論の開発を進めることを目的としてい

る。 

 

(1) 新型コロナウイルスの人口動態への影響に関
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する研究 

(2) コロナ禍およびコロナ後を見据えた将来人

口・世帯推計モデルの開発 

初年度 出生に対する期間効果の研究（岩澤） 

2 年度 出生順位別年齢パターンの研究（岩澤） 

(3) コロナの影響を踏まえた将来推計の政策的シ

ミュレーションへの応用に関する研究 

 

Ｂ．研究方法 

コロナ以前の市区町村分析については、

市区町村マクロデータを用いて、当該地域

の出生力との関係を調べた。その際、総合

的な合計出生率だけなく、合計出生率に対

する当該地域の結婚力効果や夫婦出生力効

果を別途推定し、それらを従属変数にした

モデルも推定した。またクラスター分析に

より、市区町村を似たような地域特性によ

って分類し、地域特性がもたらす文脈効果

の有無も検証した。 

 

Ｃ．研究成果 

9 つのクラスターごとに出生力指標を見

てみると、結婚力も夫婦出生力も高い「4

地方沿岸」、夫婦出生力が高い「9 西日本／

北東北・過疎」、平均的な「3 東北日本海・

共働き」、結婚力のみ高い「2 南東北・親族

保育」「8 市部近郊」、夫婦出生力のみやや

高い「6 東山・WLB」、夫婦出生力が低い

「1 北海道」「7 市部・子育て優先」、そし

て、結婚力も夫婦出生力も低い「5 区部・

主婦／キャリア」との結果を得た。 

結婚力効果と正の関係を示したのは、通

学や通勤に基づく人口流入超過率、女性休

業割合（育休代理変数）、保育所利用割合な

どであった。また夫婦出生力効果指数と正

の関係を示したのは、女性の就業時間、保

育所利用割合、待機児童率であり、女性の

労働力率、平均所得、男性就業時間とは負

の関係を示した。 

全国モデルでは人口密度と夫婦出生力効

果指数の関係は明確でなかったが、「8 市部

近郊」では負の関係、「9 西日本／北東北・

過疎」「4 地方沿岸」「1 北海道」では正の

関係を示した。30 代の女性の大卒者割合や

その男女比は、全国モデルでは夫婦出生力

指標と明確な関係が見られなかったが、「9

西日本／北東北・過疎」では、大卒者割合

が正の関係を示し、「7 市部・子育て優先」

では学歴の男女差がないほど、夫婦出生力

指標が低かった。 

 

Ｄ．結果の考察 

地域特性、文脈によって出生力と関係す

る条件は異なっており、こうした状況は、

欧州各国比較などによる文脈と出生力の関

係を説明している専門家の見解とも近い

（Gauthier 2013）。一方で、留意点も存在

する。今回は 2015 年を中心とした一時点

のマクロデータの関係を議論している。時

系列や時間の変化についてデータを蓄積す

れば変化についての議論が進むであろう。

また使用しているデータは多くが 2015 年

のデータであるものの、一部はデータの制

約により2005年や2010年のものが含まれ

ており時点の統一が完全にはかられていな

いことには留意が必要である。また、国内

の市区町村マクロデータは、往々にして、

地域間人口移動に大きく影響を受ける (丸

山 2018)。マクロデータの特徴は地域住民

の特性なのか、地域に残る、あるいは地域

に転入するといったセレクションの結果な

のかについては、十分な検討はできていな

い。こうした点は今後の課題としたい。。 

 

Ｅ．結論 

人口レジーム、子育て環境と出生力との

関係は全国の傾向をローカルにも一般化で

きるものもあれば、地域の文脈によっては

解釈が異なるものがあることが改めて示さ

れた。近年では各地方自治体が域内の子育
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て支援策を検討する機会が増えている。そ

うした際に、社会構造や文化の異なる諸外

国で実践されている対策や日本全体で平均

的に検出された結果、あるいは出生力が回

復した他の市区町村の事例を参照すること

がある。しかし、地域文脈によって効果の

ある対策が異なるとすれば、当該地域がど

のような社会経済文化的特徴を有している

のかを理解し、また同じような社会経済文

化を持つ地域を参考に、有効な取り組みを

議論していくことが効率的である。そうし

た意味で本研究で示されたクラスター分析

による分類と地域性の把握が、そうしたア

プローチに貢献することを期待したい。 

なお、2020 年以降の新型コロナ感染拡大

意向の出生動向については、人口動態統計

の月別の推移などから、2023 年に入っても

婚姻行動の回復が見られないことがわかっ

た。 
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